
                                     平成 23 年 2 月 7 日 
各 位 
                                会社名  株式会社 サンコー 
                            代表者名 代表取締役社長 三澤 理成 
                             （コード番号 6964 東証第 2 部） 
                            問合せ先 経営管理部長  小野 孝夫 
                             （TEL.0263-52-2918） 
 

株主による臨時株主総会の招集請求に関する当社対応について 
 
 当社は、当社の主要株主である田村正則氏（以下「請求者」といいます。）より会社法第 297 条第 1 項

の規定（以下「本規定」といいます。）に基づき、株主総会の招集を請求する（以下「本請求」といいま

す。）平成 23 年 1 月 17 日付書面を受領したことを受け、本日開催の取締役会において、下記の通り本請

求に対する当社方針を決定いたしましたのでお知らせいたします。 
 
                    記 
 
１．本請求の内容 

（１） 請求者 
田村 正則 （保有議決権個数 2,044 個 総株主の議決権の数に対する所有割合 

21.52％） 
 

（２） 総会の目的たる事項及びその概要 
① 取締役 4 名解任の件 

解任対象取締役 
 三澤 理成 （当社 代表取締役） 
 上條 卓郎 （当社 取締役） 
 中村 保男 （当社 取締役） 
 横内 和幸 （当社 取締役） 

② 取締役 2 名選任の件 
取締役候補者 

            赤羽  啓  （赤羽総合法律事務所代表） 
       鴛海 量明  （税理士法人おしうみ総合会計事務所代表） 
 

（３） 招集の理由の概要 
① 取締役 4 名解任の件 

三澤理成は、平成 22 年 12 月 10 日開催の取締役会における当社前代表取締役の解任決議に

あたって、田村正則を誹謗中傷し、名誉を毀損する内容のリリースを同日付で行うことを主
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導した。この結果、取引先、地域社会、取引銀行、従業員といった当社ステーク・ホールダ

ーに無用な混乱を与え、当社の企業価値にとって、多大な悪影響を及ぼした。 
 また、三澤理成は、当社に入社してからの社歴が約半年に過ぎず、何ら具体性のない経営

方針に基づき、必要性の十分な吟味もないまま、巨額の設備投資を行うことを計画しており、

これにより当社の財務状況が悪化する危険性が極めて高い。 
 上條卓郎、中村保男、横内和幸は、三澤理成を盲信して、当社ステーク・ホールダーに無

用な混乱を与えたことに鑑みれば、取締役としての適格性を欠いており、今後は、執行役員

として当社の業務執行に専念すべきである。 
 そこで、三澤理成、上條卓郎、中村保男、横内和幸の取締役解任を提案する。 
 

② 取締役 2 名選任の件 
       当社においては、現在、社外取締役がおらず、ガバナンスの確保などの点から必ずしも 
      適切な取締役会構成ではない。とりわけ、当社取締役会が、三澤理成取締役を盲信して、 
      当社ステーク・ホールダーに無用な混乱を与えたことに鑑みれば、公正中立かつ客観的な 
      視点で当社の企業価値の向上に資する助言等を行うことができる社外の有識者が当社の社 
      外取締役を務めることが必要である。三澤理成、上條卓郎、中村保男、横内和幸の取締役 
      解任の件が可決された後の当社社長としては、長い社歴に裏打ちされた豊かな経験があり、 
      三澤理成によって混乱した事態を収拾し、当社の企業価値を高めることができると考えら 
      れる竹村潔取締役が適任と考えられ、竹村社長の下でのガバナンス体制を確保すべく、上 
      記 2 名の取締役選任を提案する。 
 
                
２．本請求に対する当社の対応方針 
   当社は、本請求について慎重に検討した結果、本日開催の取締役会において、以下の理由により 
  当社が本請求に基づく臨時株主総会の招集手続きをとることの決議は否決されました。 

（１） 株主権の正当な行使にあたらないこと。     
（２） 取引先、地域社会、取引銀行、従業員といった利害関係者に対する重大な不利益行為である

こと。 
（３） 株主総会の招集理由に事実相違があること。 
（４） 社長解任は多くの従業員からの全面的な支持を得ていること。 
 なお、当社は、平成 23 年 1 月 27 日付で、長野地方裁判所から請求者による会社法第 297 条第 4 
項に基づく当社の株主総会招集許可申立て（以下「本申立て」といいます。）に対する審問期日呼出 
状の送達を受けております。本申立てにおける申立ての趣旨は、取締役 4 名の解任と取締役 2 名の 
選任の決議を目的とする株主総会を請求者において招集することを許可する、との裁判を求めるも 
のとなっております。当社といたしましては、本申立てに対する当社の対応方針について検討を行 
い、裁判所において当社方針を主張する予定でございます。今後、開示すべき事象が発生した場合 
は、速やかにお知らせいたします。 
                                        以上   


